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第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第58期中及び第58期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜
在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第59期中及び第59期ならびに第60期中につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
４ 純資産額の算定にあたり、第60期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基
準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 42,776 45,591 46,892 89,013 93,174
経常利益 (百万円) 491 607 667 1,109 1,394
中間(当期)純利益 (百万円) 259 362 375 621 788
純資産額 (百万円) 12,800 14,436 15,602 13,506 16,310
総資産額 (百万円) 45,163 48,418 54,078 47,361 52,312
１株当たり純資産額 (円) 511.64 577.43 624.33 539.10 651.40
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 10.44 14.49 15.02 23.94 30.35

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.3 29.8 28.9 28.5 31.2
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,413 512 87 △1,700 708

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 42 △120 △285 △166 △62

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3 △102 △126 △82 △181

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,047 3,763 3,610 3,472 3,938

従業員数 (名) 259 250 248 251 245
(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 42,714 45,527 46,826 88,881 93,047
経常利益 (百万円) 489 607 670 1,106 1,393
中間(当期)純利益 (百万円) 257 362 378 621 788
資本金 (百万円) 3,762 3,762 3,762 3,762 3,762
発行済株式総数 (千株) 25,168 25,168 25,168 25,168 25,168
純資産額 (百万円) 12,644 14,279 15,449 13,350 16,153
総資産額 (百万円) 44,982 48,234 53,899 47,176 52,131
１株当たり純資産額 (円) 505.40 571.16 618.23 532.88 645.10
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 10.36 14.48 15.16 23.91 30.34

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 3.00 3.00 4.00 7.00 8.00

自己資本比率 (％) 28.1 29.6 28.7 28.3 31.0
従業員数 (名) 259 250 248 251 245



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

関係会社につきましては、平成18年３月にて曹達日化商貿（上海）有限公司を設立、４月に資本金を払

込み連結子会社としました。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

下記の会社は平成18年３月に設立、４月に資本金を払込み連結子会社となったため、当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めております。 

（名称）曹達日化商貿（上海）有限公司 （住所）中国上海市 

（資本金）  50百万円         （主要な事業の内容）当社グループ共通 

（議決権の所有割合） 100％ 

（関係内容）商品の仕入及び販売  役員の兼任 ３名 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

なお、定年再雇用者、嘱託員、出向者、海外現地社員及び社外からの受入社員（計54名）は除いておりま

す。 

２ 提出会社の支社・支店におきましては、各部門の業務を重複担当しており、部門毎の区分けは行っておりま

せん。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

なお、定年再雇用者、嘱託員、出向者、海外現地社員及び社外からの受入社員（計54名）は除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門等の名称 従業員数(名)

化学品部門 29

紙パルプ部門 6

機能材部門 26

環境部門 17

提出会社の支社・支店 116

全社共通 54

合計 248

従業員数(名) 248



  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油や原材料価格の高止まりなどの懸念材料はありまし

たものの、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加や個人消費の改善など、景気は緩やかな回復基

調で推移いたしました。  

 当社グループに関係の深い化学工業界は、内外の好調な需要に支えられ生産は高水準を維持し、事業

環境は総じて順調に推移いたしました。  

 このような状況のもと、当社グループは、今年度から新中期経営計画をスタートさせるとともに、環

境と化学をコーディネートしたコア事業の強化・拡大を図ってまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高46,892百万円と前中間連結会計期間に比べ1,300百

万円（2.9％）、経常利益は667百万円と前中間連結会計期間に比べ59百万円（9.9％）、中間純利益は

375百万円と前中間連結会計期間に比べ13百万円（3.6％）の増収・増益となりました。 

  

部門毎の概況は次のとおりであります。 

  

化学品部門 

化学品は、原材料の高騰などにより主な製品市況は強含みで推移いたしました。  

 ソーダ製品につきましては、か性ソーダと塩酸は堅調な需要と市況の回復により売上は大幅に伸長い

たしましたが、液体塩素は減少いたしました。  

 無機薬品につきましては、メッキ薬品及び水酸化マグネシウムは数量、金額ともに増加いたしました

が、肥料用硫酸及び一次電池用マンガン化合物は減少いたしました。  

 有機薬品につきましては、界面活性剤は伸び悩みましたが、エチレングリコールなど石油化学製品は

市況の回復により売上が伸長いたしました。  

 この結果、化学品部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ5.6％増の18,589

百万円となりました。  

  

紙パルプ部門 

洋紙・板紙の国内生産は、安定した需要に支えられ堅調に推移いたしました。  

 パルプ関連薬品につきましては、か性ソーダは市況回復により売上が伸長いたしました。液体塩素及

び次亜塩素酸ソーダはパルプ漂白の無塩素化が進行したことにより減少いたしましたが、代替品として

塩素酸ソーダは数量、金額ともに大幅に伸長いたしました。また、硫酸は拡販により伸長いたしまし

た。  

 抄紙薬品につきましては、新聞用紙の中性紙化により生石灰は数量、金額ともに伸長いたしました

が、カレットは減少いたしました。   

 塗工薬品につきましては、製紙用ラテックス、加工澱粉類は減少いたしましたが、炭酸カルシウムは

伸長いたしました。  

 この結果、紙パルプ部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ3.7％増の8,440

百万円となりました。  

  

機能材部門 

合成樹脂原料につきましては、弗素樹脂は伸長いたしましたが、ポリエチレン樹脂は売上が伸び悩み



ました。  

 合成樹脂製品につきましては、工業用製品は伸長いたしましたが、ＩＴ関連向け成形品は減少いたし

ました。  

 包装資材製品につきましては、ポリプロピレンフィルムは輸出、内需ともに好調に推移し売上が大幅

に伸長いたしました。また、ポリエチレンフィルムは伸長いたしましたが、包装容器は減少いたしまし

た。   

 機器・材料につきましては、包装関連機器は伸長いたしましたが、インドネシアからの木工製品の輸

入は減少いたしました。  

 この結果、機能材部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ3.1％減の10,210

百万円となりました。  

  

環境部門 

大気汚染防止関連薬品につきましては、ごみ焼却施設向け重金属キレート剤は競争激化により売上は

減少いたしましたが、排ガス処理薬剤は売上が伸長いたしました。  

 水処理薬品につきましては、ポリ塩化アルミニウムは数量、金額ともに減少いたしましたが、か性ソ

ーダ及び活性炭は売上が伸長いたしました。  

 環境関連機器・装置につきましては、排ガス処理装置及び樹脂タンク類の売上は伸長いたしました

が、排水処理装置は売上が減少いたしました。  

 工事につきましては、大型物件の受注が少なく売上は減少いたしました。   

 この結果、環境部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ3.6％増の9,652百万

円となりました。  

  

  

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,610万円となり、

前連結会計年度と比べ327百万円（8.3％）減少しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、87百万円（前中間連結会計期間比△425

百万円、△83.0％）となりました。これは、税金等調整前中間純利益が 646百万円でありましたが、売

上債権の増加が3,535百万円、仕入債務の増加が3,406百万円、法人税等の支払額が313百万円となった

こと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、285百万円（前中間連結会計期間比＋164

百万円、＋136.6％）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出136百万円、投資有価

証券の取得による支出151百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、126百万円（前中間連結会計期間比＋24

百万円、＋23.5％）となりました。これは主に、配当金の支払額124百万円によるものであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社及び連結子会社は各種物品の販売を行っており、生産実績はありません。 

  

(2) 受注実績 

当社及び連結子会社は直送形態の取引が大部分であり、受注残はありませんが、当中間連結会計期間

における工事関係の受注実績は次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

部門別販売実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が対処すべき課題について、重

要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

32 △88.4 ― ―

部門別 金額(百万円) 前年同期比(％)

化学品部門 18,589 5.6

紙パルプ部門 8,440 3.7

機能材部門 10,210 △3.1

環境部門 9,652 3.6

合計 46,892 2.9



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月７日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 25,168,000 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 25,168,000 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 25,168 ― 3,762 ― 3,116



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれてお

  ります。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式935株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,215 4.82

旭硝子株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 1,124 4.46

セントラル硝子株式会社 東京都千代田区神田錦町３丁目７番地１ 1,124 4.46

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,100 4.37

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,091 4.33

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,090 4.33

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 841 3.34

ソーダニッカ従業員持株会 東京都中央区日本橋室町２丁目３番14号 789 3.13

株式会社ＡＤＥＫＡ 東京都荒川区東尾久７丁目２番35号 643 2.55

エスジーエスエス エスジービ
ーティー ルクス 
（常任代理人 香港上海銀行  
東京支店）

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD
HAUSSMANN PARIS-FRANCE 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

573 2.27

計 ― 9,592 38.06

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 177,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

24,721,000
24,721 ―

単元未満株式  
普通株式 270,000 ― ―

発行済株式総数 25,168,000 ― ―

総株主の議決権 ― 24,721 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ソーダニッカ株式会社

東京都中央区日本橋室町
２丁目３番14号

177,000 ― 177,000 0.70

計 ― 177,000 ― 177,000 0.70

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 558 530 486 486 510 500

最低(円) 508 481 420 445 455 475



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,763 3,610 3,938

２ 受取手形及び売掛金 ※３ 31,193 35,913 32,320

３ たな卸資産 531 551 552

４ 繰延税金資産 192 189 188

５ その他 214 197 283

貸倒引当金 △118 △103 △93

流動資産合計 35,776 73.9 40,359 74.6 37,189 71.1

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
※１ 

※２
1,715 1,787 1,774

２ 無形固定資産 17 34 36

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※１ 10,210 11,218 12,632

(2) その他 1,041 833 952

貸倒引当金 △343 10,909 △154 11,897 △273 13,312

固定資産合計 12,642 26.1 13,719 25.4 15,123 28.9

資産合計 48,418 100 54,078 100 52,312 100



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 ※３ 24,471 28,413 25,008

２ 短期借入金 ※１ 5,000 5,000 5,000

３ 未払法人税等 239 224 338

４ 賞与引当金 270 285 255

５ 役員賞与引当金 ― 15 ―

６ その他 362 509 704

流動負債合計 30,343 62.7 34,447 63.7 31,306 59.8

Ⅱ 固定負債

１ 繰延税金負債 1,470 2,020 2,583

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債

280 280 280

３ 退職給付引当金 1,214 1,023 1,138

４ 役員退職引当金 175 ― 210

５ その他 499 705 482

固定負債合計 3,639 7.5 4,028 7.4 4,694 9.0

負債合計 33,982 70.2 38,476 71.1 36,001 68.8

(少数株主持分)

少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,762 7.8 ― ― 3,762 7.2

Ⅱ 資本剰余金 3,126 6.4 ― ― 3,126 6.0

Ⅲ 利益剰余金 4,442 9.2 ― ― 4,794 9.2

Ⅳ 土地再評価差額金 99 0.2 ― ― 99 0.2

Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,039 6.3 ― ― 4,566 8.7

Ⅵ 自己株式 △35 △0.1 ― ― △39 △0.1

資本合計 14,436 29.8 ― ― 16,310 31.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計

48,418 100 ― ― 52,312 100



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 3,762 7.0 ― ―

２ 資本剰余金 ― ― 3,127 5.8 ― ―

３ 利益剰余金 ― ― 5,014 9.3 ― ―

４ 自己株式 ― ― △40 △0.1 ― ―

株主資本合計 ― ― 11,863 22.0 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

― ― 3,637 6.7 ― ―

２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 2 0.0 ― ―

３ 土地再評価差額金 ― ― 99 0.2 ― ―

４ 為替換算調整勘定 ― ― △1 △0.0 ― ―

評価・換算差額等合計 ― ― 3,738 6.9 ― ―

純資産合計 ― ― 15,602 28.9 ― ―

負債純資産合計 ― ― 54,078 100 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 45,591 100 46,892 100 93,174 100

Ⅱ 売上原価 42,723 93.7 43,904 93.6 87,236 93.6

売上総利益 2,868 6.3 2,988 6.4 5,937 6.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 給料手当 653 657 1,554

２ 貸倒引当金繰入額 46 ― ―

３ 賞与引当金繰入額 270 285 255

４ 役員賞与引当金繰入額 ― 15 ―

５ 退職給付費用 75 74 160

６ 役員退職引当金繰入額 10 5 46

７ 運賃及び諸掛 466 504 997

８ その他 789 2,312 5.1 831 2,373 5.1 1,616 4,630 5.0

営業利益 555 1.2 614 1.3 1,307 1.4

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 3 2 7

２ 受取配当金 79 74 140

３ その他 14 98 0.2 18 95 0.2 23 171 0.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 21 24 41

２ 手形売却損 4 1 6

３ 売上割引 15 15 30

４ その他 5 46 0.1 1 42 0.1 5 84 0.1

経常利益 607 1.3 667 1.4 1,394 1.5

Ⅵ 特別利益

１ 貸倒引当金戻入益 ― ― ― 5 5 0.0 46 46 0.0

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産売却損 ※１ ― 0 1

２ 固定資産除却損 ※２ ― ― ― 27 27 0.0 16 17 0.0

税金等調整前中間 
(当期)純利益

607 1.3 646 1.4 1,422 1.5

法人税、住民税 
及び事業税

※３ 212 199 530

法人税等調整額 ※３ 33 245 0.5 70 270 0.6 103 633 0.7

中間(当期)純利益 362 0.8 375 0.8 788 0.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,126
3,126 

 

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 3,126 3,126

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,205 4,205

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 362 362 788 788

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 100 175

 ２ 役員賞与 25 125 25 200

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 4,442 4,794



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,762 3,126 4,794 △39 11,644

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △124 △124

 役員賞与（注） △30 △30

 中間純利益 375 375

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結  
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 220 △1 218

平成18年９月30日残高(百万円) 3,762 3,127 5,014 △40 11,863

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,566 ― 99 ― 4,666 16,310

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △124

 役員賞与（注） △30

 中間純利益 375

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△928 2 ― △1 △927 △927

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△928 2 ― △1 △927 △708

平成18年９月30日残高(百万円) 3,637 2 99 △1 3,738 15,602



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 607 646 1,422

 ２ 減価償却費 70 53 125

 ３ 貸倒引当金の増減額(減少は△) ― △108 ―

 ４ 退職給付引当金の減少額 △87 △115 △163

 ５ 受取利息及び受取配当金 △83 △77 △147

 ６ 支払利息 21 24 41

 ７ 投資有価証券売却益 ― △2 △0

 ８ 売上債権の増減額(増加は△) △249 △3,535 △965

 ９ たな卸資産の増減額(増加は△) 14 0 △5

 10 仕入債務の増減額(減少は△) △217 3,406 317

 11 割引手形の増減額(減少は△) 676 49 376

 12 取締役賞与金 △25 △30 △25

 13 その他 24 35 138

    小計 750 347 1,113

 14 利息及び配当金の受取額 83 77 148

 15 利息の支払額 △32 △24 △44

 16 法人税等の支払額 △288 △313 △508

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
512 87 708

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △130 △136 △189

 ２ 有形固定資産の売却による収入 1 1 2

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △8 △151 △160

 ４ 投資有価証券の売却による収入 1 3 1

 ５ 投資有価証券の償還による収入 ― ― 300

 ６ 貸付による支出 ― ― △50

 ７ 貸付金の回収による収入 13 25 27

 ８ その他 2 △27 6

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△120 △285 △62



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による支出 △2 △2 △6

 ２ 自己株式の売却による収入 0 0 0

 ３ 配当金の支払額 △99 △124 △174

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△102 △126 △181

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
0 △2 0

Ⅴ 現金及び現金同等物 

  の増減額(減少は△)
290 △327 465

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,472 3,938 3,472

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
3,763 3,610 3,938



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

 子会社は㈱エス・エヌサ
ービス１社であり、連結子
会社であります。

連結子会社の数 ２社 
 連結子会社は、㈱エス・
エヌサービス、曹達日化商
貿（上海）有限公司の２社
であります。 
 なお、曹達日化商貿（上
海）有限公司は、平成18年
３月に設立、４月に資本金
を払込み連結子会社となっ
たため、当中間連結会計期
間より連結の範囲に含めて
おります。 
 

 子会社は㈱エス・エヌサ
ービス１社であり、連結子
会社であります。

２ 持分法の適用に関
する事項

持分法適用会社の数 ３社 
 持分法適用会社は、関連
会社㈱ホテルハイランド、
㈱日進、三恵化成㈱の３社
であります。

同左 同左

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

 連結子会社の中間決算日
と中間連結決算日は一致し
ております。

 連結子会社のうち、曹達
日化商貿（上海）有限公司
の中間決算日は6月30日で
あります。中間連結財務諸
表を作成するに当たっては
同日現在の中間財務諸表を
使用し、中間連結決算日と
の間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調
整を行っております。

 連結子会社の事業年度末
日と連結決算日は一致して
おります。

４ 会計処理基準に関
する事項

１) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
 (1) 有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     中間連結会計期

間末日の市場価格
等に基づく時価法
によっておりま
す。なお、評価差
額は全部資本直入
法により処理し、
売却原価は移動平
均法により算定し
ております。

    時価のないもの
     移動平均法に基

づく原価法によっ
ております。

１) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
 (1) 有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     中間連結会計期

間末日の市場価格
等に基づく時価法
によっておりま
す。なお、評価差
額は全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は移
動平均法により算
定しております

    時価のないもの
同左

１) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
 (1) 有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     連結会計年度末

日の市場価格等に
基づく時価法によ
っております。な
お、評価差額は全
部資本直入法によ
り処理しており、
売却原価は移動平
均法により算定し
ております。

    時価のないもの
同左

 (2) デリバティブ
   時価法によっており
ます。

 (2) デリバティブ
同左

 (2) デリバティブ
同左

 (3) たな卸資産
   商品は移動平均法に
基づく低価法によって
おります。

 (3) たな卸資産
同左

 (3) たな卸資産
同左

２) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 (1) 有形固定資産
   定率法によっており
ます。

   なお、耐用年数及び
残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ

２) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 (1) 有形固定資産

同左
   

２) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 (1) 有形固定資産
   定率法によっており
ます。

   なお、耐用年数及び
残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ



 

ております。
   ただし、平成10年４
月１日以降取得した建
物(建物附属設備は除
く)については、定額
法によっております。

   また、中間財務諸表
作成基準注解２によ
り、事業年度に係る減
価償却費の額を期間按
分する方法によってお
ります。

ております。
   ただし、平成10年４
月１日以降取得した建
物(建物附属設備は除
く)については、定額
法によっております。



  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 無形固定資産
   自社利用のソフトウ
ェアについては、社内
における利用可能期間
(５年)に基づく定額法
によっております。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

３) 重要な引当金の計上基
準
 (1) 貸倒引当金
   売掛金等の債権の貸
倒損失に備えるため、
一般債権については貸
倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権
については個別に回収
可能性を検討し、回収
不能見込額を計上して
おります。

３) 重要な引当金の計上基
準
(1) 貸倒引当金

同左

３) 重要な引当金の計上基
準
(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金
   従業員賞与の支給に
備えるため、将来の支
給見込額のうち当中間
連結会計期間の負担額
を計上しております。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
  従業員賞与の支給に
備えるため、将来の支
給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計
上しております。

    ―――― (3) 役員賞与引当金   ――――

    役員の賞与の支給に
備えるため、将来の支
給見込額のうち当中間
連結会計期間の負担額
を計上しております。

 (3) 退職給付引当金
   従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。

   過去勤務債務は、そ
の発生時における従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10
年)による定額法によ
り処理しております。

   数理計算上の差異
は、各連結会計年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生時の連結会計年度か
ら処理することとして
おります。

(4) 退職給付引当金
同左

(3) 退職給付引当金
  従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上
しております。
  過去勤務債務は、そ
の発生時における従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10
年)による定額法によ
り処理しております。
  数理計算上の差異
は、各連結会計年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生時の連結会計年度か
ら処理することとして
おります。

 (4) 役員退職引当金
   役員の退職慰労金の
支払に備えるため、内
規に基づく当中間連結
会計期間末要支払額を
計上しております。

(5) 役員退職引当金
  役員の退職慰労金の
支払に備えるため、内
規に基づく要支払額を
計上しておりました
が、平成18年6月23日
開催の株主総会におい
て、役員退職慰労金制
度廃止に伴う打切り支
給の件についての議案
が承認可決されたた
め、同制度を廃止して
おります。  
 この結果、役員退職
引当金を全額取崩し、

(4) 役員退職引当金
  役員の退職慰労金の
支払に備えるため、内
規に基づく期末要支払
額を計上しておりま
す。 
 なお、平成18年６月
23日開催の定時株主総
会終結の時をもって役
員退職慰労金制度を廃
止しております。



   

当中間期末の未払額200百
万円を固定負債の「そ
の他」に含めて計上し
ております。  
 

４) 重要なリース取引の処
理方法
  リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。

４) 重要なリース取引の処
理方法

同左

４) 重要なリース取引の処
理方法

同左



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５) 重要なヘッジ会計の方

法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によ

っております。

   なお、為替予約につ

いて振当処理の要件を

満たしている場合は振

当処理を行っておりま

す。

５) 重要なヘッジ会計の方

法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

５) 重要なヘッジ会計の方

法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

   外貨建取引(金銭債

権債務、予定取引)を

ヘッジ対象とし、為替

予約をヘッジ手段とし

て用いております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 (3) ヘッジ方針

   外貨建取引の為替変

動リスクをヘッジする

ために為替予約を用い

ており、外貨建取引

(金銭債権債務、予定

取引)の範囲内で為替

予約を行っておりま

す。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法

   ヘッジ手段に関する

重要な条件がヘッジ対

象と同一であり、ヘッ

ジ開始時及びその後に

おいても継続して相場

変動が完全に相殺され

るものであると想定す

ることができるためヘ

ッジの有効性の判定は

省略しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法

同左

６) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

○ 消費税等の会計処理に

ついて

 消費税及び地方消費税は

税抜方式によっておりま

す。

６) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

○ 消費税等の会計処理に

ついて

同左

６) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

○ 消費税等の会計処理に

ついて

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

  当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。  

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

  当連結会計年度から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。  

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

  当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。従来の資本の部

の合計に相当する金額は15,599百

万円であります。  

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

 

―――――

――――― （役員賞与に関する会計基準）

 当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を適用して

おります。  

 これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ15百万円減少しておりま

す。 

―――――



表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

―――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書）

  前中間連結会計期間において「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「貸倒引当金の増減額」（前中間連結会

計期間46百万円）は、重要性が増したため、当中間

連結会計期間より区分掲記しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

 

※１ 担保提供資産

担保提供資産 対応債務

区分
金額 
(百万円)

区分
金額 
(百万円)

建物及び 
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

2
短期 
借入金

1,600

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

34 
 

計 37

建 物 及び
構築物 
(「有形固
定 資 産」
に含む。)

4

取引保証金の代用と
して差入れておりま
す。

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

65

投資有価 
証券

3,616

計 3,686

 

※１ 担保提供資産

担保提供資産 対応債務

区分
金額
(百万円)

区分
金額
(百万円)

建物及び 
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

2
短期
借入金

1,600

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

34

計 37

建 物 及び
構築物 
(「有形固
定 資 産」
に含む。)

4

取引保証金の代用と
して差入れておりま
す。

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

65

投資有価 
証券

4,135

計 4,204

※１ 担保提供資産

担保提供資産 対応債務

区分
金額
(百万円)

区分
金額 
(百万円)

建物及び
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

2
短期 
借入金

1,600

土地
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

34

計 37

建物及び
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

4

取引保証金の代用と
して差入れておりま
す。

土地
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

65

投資有価
証券

4,901

計 4,971

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,914百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,916百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,904百万円

――――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の処理

      中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については手形

交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間連結

会計期間の末日が金融機関の

休日であったため、次の中間

連結会計期間末日満期手形が

中間連結会計期間末残高に含

まれております。

―――――

 

    受取手形 989百万円

  支払手形 351百万円

 

○ 受取手形割引高 701百万円

受取手形裏書 
譲渡高

219百万円

○ 受取手形割引高 450百万円

（うち、中間連
結会計期間末日
満期手形）

(50)百万円

○ 受取手形割引高 400百万円

受取手形裏書 
譲渡高

251百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― ※１ 固定資産売却損のうち主なる

もの

建物及び構築物 0百万円

※１ 固定資産売却損のうち主なる

もの

建物及び構築物 1百万円

その他 0百万円

――――― ※２ 固定資産除却損のうち主なる

もの

建物及び構築物 2百万円

撤去費用等 24百万円

※２ 固定資産除却損のうち主なる

もの

建物及び構築物 16百万円

その他 0百万円

※３ 当中間連結会計期間に係る法

人税、住民税及び事業税の納

付税額及び法人税等調整額

は、当連結会計年度において

予定している利益処分による

圧縮積立金の取崩しを前提と

して、当中間連結会計期間に

係る金額を計算しておりま

す。

※３ 当中間連結会計期間に係る法

人税、住民税及び事業税の納付税

額及び法人税等調整額は、当連結

会計年度において予定している圧

縮積立金の取崩しを前提として、

当中間連結会計期間に係る金額を

計算しております。

―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取による増加  4,170株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増要求に応じたことによる減少  910株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 25,168 ― ― 25,168

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 174,675 4,170 910 177,935

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 124 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月７日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 99 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月１日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

○現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表の現金

及び預金勘定は一致しておりま

す。

○現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

同左

○現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表の現金及び預金

勘定は一致しております。



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 借手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間連結会計期間末残

高相当額

１ 借手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間連結会計期間末残

高相当額

１ 借手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び連結会計年度末残高相

当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間末
残高相当額
(百万円)

工具器具
備品

88 48 39

その他 8 1 6

合計 96 50 46

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間末
残高相当額
(百万円)

工具器具
備品

85 63 22

その他 8 3 4

合計 93 66 27

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

連結会計 
年度末 
残高相当額
(百万円)

工具器具
備品

88 57 30

その他 8 2 5

合計 96 60 36

 ② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額

１年内 25百万円

１年超 29百万円

計 55百万円

 ② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額

１年内 21百万円

１年超 8百万円

計 29百万円

 ② 未経過リース料連結会計年度

末残高相当額

１年内 24百万円

１年超 18百万円

計 42百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費 
相当額

9百万円

支払利息 
相当額

0百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費
相当額

9百万円

支払利息
相当額

0百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費 
相当額

18百万円

支払利息
相当額

0百万円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

   ○減価償却費相当額の算定方

法

     リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

   ○利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては、利息法によってお

ります。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

   ○減価償却費相当額の算定方

法

     同左

   ○利息相当額の算定方法

     同左

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

   ○減価償却費相当額の算定方

法

     同左

   ○利息相当額の算定方法

     同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

   転貸による未経過リース料中

間連結会計期間末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 2百万円

計 8百万円

   転貸による未経過リース料中

間連結会計期間末残高相当額

と同額が上記の１ 借手側

(1)の②未経過リース料中間

連結会計期間末残高相当額に

含まれております。

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

   転貸による未経過リース料中

間連結会計期間末残高相当額

１年内 2百万円

１年超 －百万円

計 2百万円

   同左
 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

   転貸による未経過リース料連

結会計年度末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 －百万円

計 5百万円

   転貸による未経過リース料連

結会計年度末残高相当額と同

額が上記の１ 借手側(1)の

②未経過リース料連結会計年

度末残高相当額に含まれてお

ります。



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありません。なお、時価の下落率が50％

以上の銘柄についてはすべてを減損処理の対象としており、また、下落率が30％以上50％未満の銘柄について

は個別銘柄ごとに市場環境の動向、発行会社の業況の推移及び過去２年間の株価の推移等を勘案して１年以内

に業績の回復の見込めない銘柄について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
(注) 時価評価されていない非上場株式について1百万円減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を計上しておりま

す。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありません。なお、時価の下落率が50％

以上の銘柄についてはすべてを減損処理の対象としており、また、下落率が30％以上50％未満の銘柄について

は個別銘柄ごとに市場環境の動向、発行会社の業況の推移及び過去２年間の株価の推移等を勘案して１年以内

に業績の回復の見込めない銘柄について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価評価されていない有価証券について減損処理を行った銘柄はありません。 

  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,030 9,149 5,119

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4,030 9,149 5,119

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 185

② 非上場転換型優先株式 300

③ 非上場優先出資証券 300

④ 投資事業有限責任組合への出資 99

合計 884

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,308 10,434 6,125

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4,308 10,434 6,125

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 210

② 非上場転換型優先株式 300

③ 投資事業有限責任組合への出資 96

合計 607



(前連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行った銘柄はありません。なお、時価の下落率が50％以

上の銘柄についてはすべてを減損処理の対象としており、また、下落率が30％以上50％未満の銘柄については

個別銘柄ごとに市場環境の動向、発行会社の業況の推移及び過去２年間の株価の推移等を勘案して１年以内に

業績の回復の見込めない銘柄について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
(注) 時価評価されていない非上場株式について1百万円減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を計上しておりま

す。 

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、通貨関連のデリバティブ取引として為替予約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用してい

るため、記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、通貨関連のデリバティブ取引として為替予約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用してい

るため、記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度)(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いて

おります。 

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,181 11,873 7,691

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4,181 11,873 7,691

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 185

② 非上場転換型優先株式 300

③ 投資事業有限責任組合への出資 97

合計 583



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において当社及び連結子会社は、国内

及び海外における各種商品、加工品等の売買を行う商社といわれている業種に従事しております。 

従って、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高については、いず

れも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

（注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。。 

 
  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額   577.43円 

１株当たり中間純利益   14.49円

１株当たり純資産額  624.33円

１株当たり中間純利益  15.02円

１株当たり純資産額   651.40円 

１株当たり当期純利益  30.35円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 15,602 ―

純資産の部の合計から 
控除する金額(百万円）

― ― ―

普通株式に係る 
中間期末の純資産額(百万円)

― 15,602 ―

１株当たりの純資産額の 
算定に用いられた 
中間期末の普通株式の数(株)

― 24,990,065 ―

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 362 375 788

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円）

362 375 758

普通株主に 
帰属しない金額(百万円)

― ― 30

うち利益処分による 
取締役賞与金(百万円)

― ― 30

普通株式の 
期中平均株式数(株)

25,004,728 24,991,692 25,000,731



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金
3,701 

 
3,515 3,875

２ 受取手形 ※４
8,579 

 
9,502 8,433

３ 売掛金 22,576 26,371 23,854

４ たな卸資産 531 551 552

５ 繰延税金資産 192 189 188

６ その他 180 185 248

  貸倒引当金 △118 △103 △93

流動資産合計 35,644 73.9 40,212 74.6 37,059 71.1

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
※１ 

※２
1,715 1,787 1,774

２ 無形固定資産 17 34 36

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※１ 10,158 11,215 12,582

(2) その他 1,041 802 952

貸倒引当金 △343 △154 △273

計 10,857 11,864 13,261

固定資産合計 12,589 26.1 13,686 25.4 15,072 28.9

資産合計 48,234 100 53,899 100 52,131 100



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 ※４ 2,722 2,496 2,234

２ 買掛金 21,723 25,892 22,753

３ 短期借入金 ※１ 5,000 5,000 5,000

４ 未払法人税等 239 223 337

５ 賞与引当金 270 285 255

６ 役員賞与引当金 ― 15 ―

７ その他 ※３ 360 507 703

流動負債合計 30,315 62.9 34,420 63.8 31,283 60.0

Ⅱ 固定負債

１ 繰延税金負債 1,470 2,020 2,583

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債

280 280 280

３ 退職給付引当金 1,214 1,023 1,138

４ 役員退職引当金 175 ― 210

５ その他 499 705 482

固定負債合計 3,639 7.5 4,028 7.5 4,694 9.0

負債合計 33,954 70.4 38,449 71.3 35,978 69.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,762 7.8 ― ― 3,762 7.2

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 3,116 ― 3,116

２ その他資本剰余金 10 ― 10

資本剰余金合計 3,126 6.5 ― ― 3,126 6.0

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 417 ― 417

２ 任意積立金 2,811 ― 2,811

３ 中間(当期)未処分利益 1,060 ― 1,412

利益剰余金合計 4,289 8.9 ― ― 4,640 8.9

Ⅳ 土地再評価差額金 99 0.2 ― ― 99 0.2

Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,036 6.3 ― ― 4,562 8.8

Ⅵ 自己株式 △35 △0.1 ― ― △39 △0.1

資本合計 14,279 29.6 ― ― 16,153 31.0

負債・資本合計 48,234 100 ― ― 52,131 100



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 3,762 7.0 ― ―

２ 資本剰余金

 (1) 資本準備金 ― 3,116 ―

 (2) その他資本剰余金 ― 11 ―

  資本剰余金合計 ― ― 3,127 5.8 ― ―

３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 417 ―

 (2) その他利益剰余金

   固定資産圧縮積立金 ― 105 ―

   別途積立金 ― 2,700 ―

   繰越利益剰余金 ― 1,641 ―

  利益剰余金合計 ― ― 4,864 9.0 ― ―

４ 自己株式 ― ― △40 △0.1 ― ―

株主資本合計 ― ― 11,713 21.7 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

― ― 3,633 6.8 ― ―

２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 2 0.0 ― ―

３ 土地再評価差額金 ― ― 99 0.2 ― ―

評価・換算差額等合計 ― ― 3,736 7.0 ― ―

純資産合計 ― ― 15,449 28.7 ― ―

負債純資産合計 ― ― 53,899 100 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 45,527 100 46,826 100 93,047 100

Ⅱ 売上原価 42,667 93.7 43,848 93.6 87,128 93.6

売上総利益 2,859 6.3 2,978 6.4 5,918 6.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,302 5.1 2,362 5.1 4,613 5.0

営業利益 556 1.2 615 1.3 1,305 1.4

Ⅳ 営業外収益 ※２ 97 0.2 97 0.2 172 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※３ 46 0.1 42 0.1 84 0.1

   経常利益 607 1.3 670 1.4 1,393 1.5

Ⅵ 特別利益 ※４ ― ― 5 0.0 46 0.0

Ⅶ 特別損失 ※５ ― ― 27 0.0 17 0.0

税引前中間(当期)純利益 607 1.3 648 1.4 1,421 1.5

法人税、住民税 

及び事業税
※６ 212 199 530

法人税等調整額 ※６ 33 245 0.5 71 270 0.6 103 633 0.7

中間(当期)純利益 362 0.8 378 0.8 788 0.8

前期繰越利益 698 ― 698

中間配当額 ― ― 75

中間(当期)未処分利益 1,060 ― 1,412



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,762 3,116 10 3,126

中間会計期間中の変動額

 自己株式の処分 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 3,762 3,116 11 3,127

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 417 111 2,700 1,412 4,640 △39 11,491

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) △5 5 ー

 剰余金の配当(注) △124 △124 △124

 役員賞与(注) △30 △30 △30

 中間純利益 378 378 378

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △5 ― 229 223 △1 222

平成18年９月30日残高(百万円) 417 105 2,700 1,641 4,864 △40 11,713

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,562 ― 99 4,661 16,153

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ―

 剰余金の配当(注) △124

 役員賞与(注) △30

 中間純利益 378

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

△928 2 ― △925 △925

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△928 2 ― △925 △703

平成18年９月30日残高(百万円) 3,633 2 99 3,736 15,449



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

    移動平均法に基づく原価法

によっております。

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法によって

おります。なお、評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定しており

ます。

    時価のないもの

     移動平均法に基づく原価

法によっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法によって

おります。なお、評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定してお

ります。

    時価のないもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基

づく時価法によっておりま

す。なお、評価差額は、全

部資本直入法により処理し

ており、売却原価は、移動

平均法により算定しており

ます。

    時価のないもの

同左

 (2) デリバティブ 

   時価法によっております。

 (2) デリバティブ

同左

 (2) デリバティブ

同左

 (3) たな卸資産

   商品は移動平均法に基づく低

価法によっております。

 (3) たな卸資産

同左

 (3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法に

よっております。

   また、中間財務諸表作成基準

注解２により、事業年度に係る

減価償却費の額を期間按分する

方法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

      同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法に

よっております。

 (2) 無形固定資産

   自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売掛金等の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 賞与引当金

   従業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上し

ております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しておりま

す。

―――――   (3) 役員賞与引当金

   役員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上し

ております。

―――――

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により処理しており

ます。

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生時の

事業年度から処理することとし

ております。

 (4) 退職給付引当金

       同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により処理しており

ます。

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生時の

事業年度から処理することとし

ております。

 (4) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支払額を計上しておりま

す。

 (5) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく要支払

額を計上しておりましたが、平

成18年６月23日開催の株主総会

において、役員退職慰労金制度

廃止に伴う打切り支給の件につ

いての議案が承認可決されたた

め、同制度を廃止しておりま

す。 

 この結果役員退職引当金を全

額取崩し、当中間期末の未払額

200百万円を固定負債の「その

他」に含めて計上しておりま

す。

 (4) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末要

支払額を計上しております。 

 なお、平成18年６月23日開催

の定時株主総会終結の時をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止し

ております。

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。

   なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場合

は振当処理を行っております。

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象



   

   外貨建取引(金銭債権債務、

予定取引)をヘッジ対象とし、

為替予約をヘッジ手段として用

いております。

同左 同左

 (3) ヘッジ方針

   外貨建取引の為替変動リスク

をヘッジするために為替予約を

用いており、外貨建取引(金銭

債権債務、予定取引)の範囲内

で為替予約を行っております。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左



 
  

会計処理の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段に関する重要な条

件がヘッジ対象と同一であり、

ヘッジ開始時及びその後におい

ても継続して相場変動が完全に

相殺されるものであると想定す

ることができるためヘッジ有効

性の判定は省略しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ○消費税等の会計処理について

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ○消費税等の会計処理について

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 ○消費税等の会計処理について

同左

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

  当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。  

 これによる損益に与える影響は

ありません。

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

  当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。  

 これによる損益に与える影響は

ありません

―――――  (貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準）

  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用して

おります。従来の資本の部の合計

に相当する金額は15,447百万円で

あります。  

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 

―――――

―――――  (役員賞与に関する会計基準） ―――――



 
  

  

  当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を適用して

おります。  

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ15百万円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

 

※１ 担保提供資産

  (1) 借入金に対する担保提供資

産

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

37百万円

    同上に対する債務額

短期借入金 1,600百万円

 

※１ 担保提供資産

  (1) 借入金に対する担保提供資

産

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

37百万円

    同上に対する債務額

短期借入金 1,600百万円

 

※１ 担保提供資産

  (1) 借入金に対する担保提供資

産

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

37百万円

    同上に対する債務額

短期借入金 1,600百万円

 

  (2) 取引保証金の代用として差

入れている資産

百万円

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

69

投資有価証券 3,616

計 3,686
 

  (2) 取引保証金の代用として差

入れている資産

百万円

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

69

投資有価証券 4,135

計 4,204

  (2) 取引保証金の代用として差

入れている資産

百万円

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

69

投資有価証券 4,901

計 4,971

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,914百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,916百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,904百万円

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※３     同左 ―――――

―――――

 

※４ 中間期末日満期手形処理

   中間期末日満期手形の会計処

理については、手形決済日を

もって決済処理しておりま

す。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれてお

ります。

百万円

   受取手形 989

 支払手形 351

―――――

 

百万円

○ 受取手形割引高 701

受取手形裏書

譲渡高
219

 

 

百万円

○ 受取手形割引高 450

（うち、中間期
末日満期手形）

(50)

 

百万円

○ 受取手形割引高 400

受取手形裏書
譲渡高

251



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 69百万円

無形固定資産 0百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 51百万円

無形固定資産 2百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 124百万円

無形固定資産 1百万円

※２ 営業外収益のうち主なるもの

受取利息 3百万円

受取配当金 84百万円

※２ 営業外収益のうち主なるもの

受取利息 2百万円

受取配当金 80百万円

※２ 営業外収益のうち主なるもの

受取利息 7百万円

受取配当金 145百万円

※３ 営業外費用のうち主なるもの

支払利息 21百万円

手形売却損 4百万円

売上割引 15百万円

※３ 営業外費用のうち主なるもの

支払利息 24百万円

手形売却損 1百万円

売上割引 15百万円

※３ 営業外費用のうち主なるもの

支払利息 41百万円

手形売却損 6百万円

売上割引 30百万円

      ―――――

 
 

※４ 特別利益のうち主なるもの 

貸倒引当金 
戻入益

5百万円

※４ 特別利益のうち主なるもの

貸倒引当金
戻入益

46百万円

      ―――――

 
  

※５ 特別損失のうち主なるもの 

固定資産除却損 27百万円  

※５ 特別損失のうち主なるもの

固定資産除却損 16百万円

※６ 当中間会計期間に係る法人

税、住民税及び事業税の納付

税額及び法人税等調整額は、

当事業年度において予定して

いる利益処分による圧縮積立

金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計

算しております。

※６ 当中間会計期間に係る法人

税、住民税及び事業税の納付

税額及び法人税等調整額は、

当事業年度において予定して

いる圧縮積立金の取崩しを前

提として、当中間会計期間に

係る金額を計算しておりま

す。

―――――



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

１ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,170株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少 910株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 174,675 4,170 910 177,935



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品

88 48 39

その他 8 1 6

合計 96 50 46

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品

85 63 22

その他 8 3 4

合計 93 66 27

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品

88 57 30

その他 8 2 5

合計 96 60 36

② 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 25百万円

１年超 29百万円

計 55百万円

② 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 21百万円

１年超 8百万円

計 29百万円

② 未経過リース料期末残高相

当額

１年内 24百万円

１年超 18百万円

計 42百万円

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費 
相当額

9百万円

支払利息 
相当額

0百万円

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費
相当額

9百万円

支払利息
相当額

0百万円

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費 
相当額

18百万円

支払利息
相当額

0百万円

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

○ 減価償却費相当額の算定

方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

○ 減価償却費相当額の算定

方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

○ 減価償却費相当額の算定

方法

同左

○ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては、利息法によってお

ります。

○ 利息相当額の算定方法

同左

○ 利息相当額の算定方法

同左



 
  

(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(当中間会計期間末)(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(前事業年度末)(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

転貸による未経過リース料

中間期末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 2百万円

計 8百万円

転貸による未経過リース料中

間期末残高相当額と同額が上

記１ 借手側(1)の②未経過

リース料中間期末残高相当額

に含まれております。

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

転貸による未経過リース料

中間期末残高相当額

１年内 2百万円

１年超 －百万円

計 2百万円

同左
 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

転貸による未経過リース料

期末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 －百万円

計 5百万円

転貸による未経過リース料期

末残高相当額と同額が上記１

借手側(1)の②未経過リース

料期末残高相当額に含まれて

おります。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成18年11月７日開催の取締役会において、第60期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  （注）平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額   571.16円 

１株当たり中間純利益   14.48円 

 

１株当たり純資産額   618.23円  

１株当たり中間純利益  15.16円  

１株当たり純資産額   645.10円  

１株当たり当期純利益  30.34円  

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 15,449 ―

純資産の部の合計から 
控除する金額(百万円）

― ― ―

普通株式に係る 
中間期末の純資産額(百万円)

― 15,449 ―

１株当たりの純資産額の 
算定に用いられた 
中間期末の普通株式の数(株)

― 24,990,065 ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 362 378 788

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円）

362 378 758

普通株主に 
帰属しない金額(百万円)

― ― 30

うち利益処分による 
取締役賞与金(百万円)

― ― 30

普通株式の 
期中平均株式数(株)

25,004,728 24,991,692 25,000,731

中間配当金総額 99百万円

１株当たりの額 4円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月１日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第59期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月28日関東財務局長に

提出 

  

 (2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(1)有価証券報告書の訂正報告書）を平成18年６月29日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月７日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月７日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田  眞 之 助  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月７日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月７日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田  眞 之 助  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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